
1 単
住民税非課税世帯物価高騰対応重点支
援金支給事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　4490世帯×70千円　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4490世帯）

R6.1.26 R6.4.30 社会福祉課 10,220,000 10,220,000

①物価高騰が続く中で低所得世帯へ給付金を支給
し生活の維持を図った。
②対象世帯に対して早期（令和6年2月2日）に支給
を開始した。
　支給世帯数　146世帯

2 単

・住民税均等割のみ課税世帯重点支援金
支給事業【物価高騰対策給付金】
・低所得者子育て世帯生活支援特別給付
金給付事業【物価高騰対策給付金】
・新たに住民税非課税等となる世帯重点
支援金支給事業【物価高騰対策給付金】
・物価高騰重点支援定額減税補足給付金
支給事業【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　755世帯×100千円、令和６年度非課税化世
帯　413世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　269世帯×100千
円、子ども加算　686人×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　11191人
(258530千円）　　のうちR６計画分
事務費　4224千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1437世帯）、定額減税を補足する給付の対
象者数（11191人）

R6.2.1 R7.3.31
社会福祉課

こども家庭センター
税務課

222,282,009 718,009

①物価高騰が続く中で低所得世帯へ給付
金を支給し生活の維持を図った。
②対象世帯に対して早期に支給を開始し
た。
　・均等割のみ世帯
　　　支給開始日　令和6年3月15日
　　　支給世帯数　755世帯
　・子育て世帯支援
　　　支給開始日　令和６年４月19日
　　　支給世帯数102世帯
　　　対象児童数　207人
　・新たに非課税等
　　　支給開始日　令和6年7月23日
　　　支給世帯数　682世帯
　・定額減税補足
　　　支給開始日　令和6年9月20日
　　　支給人数　6,102人

3 単

・住民税非課税世帯物価高騰対応重点支
援金給付事業
・住民税非課税世帯物価高騰対応重点支
援金こども加算給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4800世帯×30千円、子ども加算　486人
×20千円　　のうちR６計画分
事務費　6377千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4800世帯）

R6.12.20 R7.9.2
社会福祉課

こども家庭センター
146,400,016 146,400,016

①物価高騰が続く中で低所得世帯へ給付
金を支給し生活の維持を図った。
②対象世帯に対して早期に支給を開始し
た。
　・非課税世帯給付
　　　支給開始日　令和7年2月14日
　　　支給世帯数　4,521世帯
　・こども加算（令和７年２月26日）
　　　支給世帯数　195世帯
　　　対象児童数　342人

※概算交付された交付金の残額11,210千円
は令和７年度の「物価高騰重点支援定額減
税不足額給付事業」へ充当

4 単 物価高騰対策指定管理施設支援金

①原油価格・物価高騰等の影響を強く受けている指定管理施設の電気及びガス
の使用料並びに燃料費に係る指定管理者の負担軽減を図り、安定的なサービス
提供の継続を確保するとともに、指定管理施設利用者に対する負担転嫁を防止
することを目的に実施する
②指定管理施設への支援金
③地域防災センター　　　　　　　　　　　183千円
　 久慈市大川目市民センター　　　　　439千円
 　介護福祉施設（７施設） 　　　　　　 1,500千円
　 福祉の村　　　　　　　　　　　　  　　　　286千円
　 久慈市高齢者生活福祉センター　1,654千円
　 久慈市立園芸センター　　　　　　　　　10千円
　 久慈市白樺平公共牧場　　　　　　　　 10千円
　 久慈市観光交流センター　　　　　　2,722千円
　 久慈地下水族科学館　　　　　　　　　   10千円
　 久慈市小袖海女センター　　　　　　　307千円
　 久慈職業訓練センター　　　　　　　　　14千円
　 久慈市勤労青少年ホーム　　　　　　 266千円
　 霜畑農村健康増進センター　　　　　　10千円
　 戸呂町産直施設　　　　　　　　　　　　　10千円
　 平庭高原施設（４施設）　　　　　　　　319千円
 　久慈市ふるさと物産センター　　　　　450千円
　 体育施設（３施設）　　　　　　　　　　　  36千円
 　久慈市交流促進センター　　　　　　　217千円
　 久慈広域道の駅　　　　　　　　　　　　1,530千円
④指定管理施設の利用者

R7.1.27 R7.3.28 総合戦略課 9,804,000 9,804,000

①市内指定管理施設のうち、協定等により
物価高騰分を負担することとなっている事業
者に対して支援金を給付した
②給付件数　31施設

所管課
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5 単 物価高騰対応三陸鉄道運行支援事業

①燃油価格の高騰や物価の高騰に伴う修繕費の高騰等により経営に大きな影
響を受けている公共交通事業者の経営継続を支援し、市民の日常的な移動手段
を確保するため。
②令和６年８月の台風第５号の影響による収入減や、代替バスの運行経費・修
繕費等の高騰により、経営を圧迫されていることから、経営安定化対策交付金と
して、岩手県と沿線10市町村により200,000千円交付するもの。
③令和６年度三陸鉄道経営安定化対策交付金 200,000千円（うち、県100,000千
円、残100,000千円を沿線10市町村で按分）
    久慈市負担分　100,000千円 × 11.33% ＝ 11,330千円
　重点支援地方交付金は久慈市負担分の1/2に充当する。
　11,330千円×1/2＝5,665千円
④三陸鉄道株式会社

R6.12.20 R7.1.31 地域づくり振興課 11,330,000 5,665,000 5,665,000

①燃油価格の高騰や物価の高騰に伴う修
繕費の高騰等により経営に大きな影響を受
けている三陸鉄道㈱の経営継続を支援し、
市民の日常的な移動手段の確保を図った。
②三陸鉄道㈱に対し支援を行い、経営継続
による移動手段を確保した。
　支援金額11,330,000円

6 単
物価高騰対応福祉灯油等購入費助成事
業

①灯油・電気等の価格高騰の影響から冬期間の経済的負担の軽減を図るため、
65歳以上の高齢者のみの世帯や障害者の属する世帯、ひとり親世帯等の低所
得者世帯に対し、灯油購入費等の助成を行う。
②対象世帯の灯油購入に対する扶助費及び事務費
③助成単価：7,000円/世帯　　　対象世帯：3,800世帯
　　扶助費　3,800世帯×７千円＝26,600千円
　  事務費　1,068千円
　＜財源別内訳＞
　・県補助金　扶助費26,600千円×1/2＝13,300千円
　・重点支援地方交付金　扶助費13,300千円　事務費1,068千円
④市民税非課税世帯かつ高齢者のみの世帯・障害者の属する世帯・生活保護
受給世帯・ひとり親世帯又は養育者世帯

R6.12.20 R7.3.14 社会福祉課 23,394,044 12,114,044 11,280,000

①燃油・電気等の価格高騰の影響から低所
得世帯の冬期間の経済的負担の軽減を図
るため、灯油購入経費を助成した。
②給付件数　　3,223件

7 単
低所得ひとり親世帯物価高騰対応重点支
援金給付事業

①物価高騰が続く中で低所得のひとり親世帯等への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を支援する
②給付金及び事務費
③対象数：182世帯（252人）支給額：１世帯あたり３万円に、児童１人あたり２万円
を加算して支給
　給付費　182世帯×３万円＋252人×２万円＝10,500千円
　事務費　651千円
④低所得のひとり親世帯（児童扶養手当受給者）ただし、住民税非課税世帯物
価高騰対応重点支援金対象者は除く。

R7.1.27 R7.8.20 こども家庭センター 9,902,707 9,902,707

①物価高騰が続く中で低所得のひとり親世
帯等に対し給付金を給付した。
②支給世帯数　165世帯
　 対象児童数　233人

8 単
児童福祉施設物価高騰対応重点支援給
付金

①エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を強く受けている児童福祉施設の負
担軽減を図り、安定的なサービスの提供を確保するため、支援金を給付するも
の。
②児童福祉施設の運営費に対する支援金
③１施設あたり10万円
　　33施設×100千円円＝3,300千円
④私立認可保育所（12施設）、幼保連携型認定こども園（５施設）、放課後児童健
全育成事業所（12施設）、地域子育て支援拠点事業所（１施設）、病児保育事業
所（１施設）、一時預かり事業所（１施設）、児童育成支援拠点事業所（１施設）

R7.1.27 R7.3.14 こども家庭センター 3,300,000 3,300,000

①物価高騰により影響を受けている保育所
等の運営を支援するため給付金を給付し
た。
②給付件数　33施設

9 単 物価高騰対応市場機能回復支援給付金

①電気・ガス・食料品等の価格高騰により経済環境が悪化している卸売市場の
機能回復を支援するための給付金を支給する
②対象事業者への給付金
③給付金　１施設×8,000千円
④令和５年４月１日から令和６年３月31日までの売上高が２億円以上の卸売市
場の開設者であって、電気・ガス・食料品棟の価格高騰の影響により、令和６年４
月１日から９月30日までと、令和４年４月１日から９月30日までを比較して売上高
が５％以上減少している者

R7.2.20 R7.3.21 商工観光課 8,000,000 8,000,000

①電気・ガス・食料品等の価格高騰により経
済環境が悪化している卸売市場の機能回復
を支援するための給付金を支給した。
②給付件数　１件

10 単 市立小中学校物価高騰対策事業

①電気料高騰の影響を受けている市立小中学校の負担軽減を図る
②小中学校の電気料高騰額
③電気料高騰額 ( R６年間燃油・電気料見込額71,135千円－Ｒ３燃油・電気料決
算額56,640千円)＝14,495千円
④小学校13校　中学校８校

R6.4.1 R7.3.31 教育総務課 15,880,877 14,495,000 1,385,877
①電気料高騰の影響を受けている市立小
中学校の負担軽減を図った。
②負担軽減額　14,495,000円

11 単 文化会館物価高騰対策事業

①電気料高騰の影響を受けている市立文化会館の負担軽減を図る
②文化会館の電気料高騰額
③電気料高騰額 ( R６年間燃油・電気料見込額41,875千円－Ｒ３燃油・電気決算
額30,342千円)＝11,533千円
④市立文化会館

R6.4.1 R7.3.31 文化課 12,213,626 11,533,000 680,626
①電気料高騰の影響を受けている市立文
化会館の負担軽減を図った。
②負担軽減額　11,533,000円

12 単 給食費価格高騰対策支援事業

①物価高騰による大きな影響を受けている保護者に対して、給食賄材費の高騰
分を支援する
②物価高騰により保護者からの給食費で負担しきれない給食賄材料費を市が負
担する
③②のうち、児童・生徒分に対して重点支援地方交付金を充当する
　＜財源別内訳＞
　　・重点支援地方交付金
　　　児童・生徒の給食食数（小学校232,888食・中学校145,340食）×賄材料費高
騰単価（小学校27.848円・中学校29.837円）=10,822千円
　　・一般財源
　　　教職員等分の賄材料費高騰分（72,506食）2,087千円
④小中学生の保護者（保護者以外に給食を提供している教職員等を除く）

R6.4.1 R7.3.31 学校給食センター 14,764,556 10,822,000 3,942,556

①物価高騰により給食材料費の高騰により
影響を受けている市内小中学生の保護者を
支援するため、食材の高騰額分を公費負担
した・
②物価高騰対応経費　14,764,556円

487,491,835 0 242,255,767 23,672,068計


